
 

情報通信審議会 情報通信政策部会（第５８回）議事録 

 

１ 日時 令和４年５月 11日（水）１５：００～１５：５０ 

 

２ 場所 Ｗｅｂ会議による開催 

 

３ 出席者 

（１）委員（敬称略） 

森川 博之（部会長）、市毛 由美子、桑津 浩太郎、越塚 登、 

高橋 利枝、竹村 詠美、根本 直子、長谷山 美紀、堀 義貴、 

増田 悦子、山中 しのぶ（以上 11名） 

 

（２）総務省 

  ＜国際戦略局＞ 

   田原 康生（国際戦略局長） 

  ＜情報流通行政局＞ 

   竹村 晃一（官房総括審議官）、辺見 聡（官房審議官）、 

大村 真一（情報通信政策課長）、 

西潟 暢央（情報通信政策課企画官） 

  ＜情報通信政策研究所＞ 

   高地 圭輔（情報通信政策研究所長） 

（３）事務局 

   成田 隆（情報流通行政局総務課総合通信管理室長） 

 

４ 議 題 

（１）議決案件 

① 「2030年頃を見据えた情報通信政策の在り方」について 

【令和３年９月 30日付け 諮問第 26号】 
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開  会 

 

○森川部会長  それでは、皆様、こんにちは。ただいまから情報通信審議会の第５８回

情報通信政策部会を開催いたします。お忙しい中、お集まりいただきまして、ありがと

うございます。 

 本日は、ウェブ会議にて会議を開催しております。現時点で、委員１５名中１１名の

委員の方々に御出席いただいておりまして、定足数のほうは満たしております。 

 ウェブでの会議となりますので、皆様、御発言に当たっては、マイク及びカメラをオ

ンにして、お名のりいただいた後に、御発言のほうをお願いできればと思います。 

 また、本日の会議の傍聴につきましては、ウェブ会議システムによる音声のみでの傍

聴とさせていただいております。 

 

議  題 

 

議決案件 

  ①「２０３０年頃を見据えた情報通信政策の在り方」について 

   【令和３年９月３０日付 諮問第２６号】 

 

○森川部会長  それでは、お手元の議事次第に従いまして、議事を進めてまいります。 

 本日の議題は、議決案件の１件となります。 

 はじめに、諮問第２６号、２０３０年頃を見据えた情報通信政策の在り方について、

審議いたします。 

 本件につきましては、前回のこの情報通信政策部会で総合政策委員会の設立をお認め

いただきました。私がその主査をさせていただきましたので、はじめに私から概要を御

説明して、その後、委員会事務局から詳細の説明をお願いしたいと思います。 

 総合政策委員会は、昨年、この情報通信審議会に諮問があった件の調査検討のため設

立いただきました。そこで、昨年１１月から、ヒアリングも含めて計１４回の会合を開

催し、この後御紹介させていただく報告書を作成いたしました。 

 本当に多くの有識者、事業者及び業界団体の方々からヒアリングをさせていただきま

して、いろいろな方々から御意見をいただきました。不確実性が非常に強まっている中
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で、情報通信政策をどうしていくのかについて、非常に幅広い視点から御意見いただい

て、まとめさせていただいたものとなっております。 

 この後、事務局のほうから詳細な説明をお願いしたいと思いますけれども、ぜひ、皆

様方からもいろいろな御意見等をいただければと思っております。 

 それでは、事務局から詳細な説明をお願いできますでしょうか。よろしくお願いいた

します。 

○西潟情報通信政策課企画官  先ほど森川部会長から御紹介いただいたとおり、総合政

策委員会では１４回の会合を開催し、今回、報告書を取りまとめさせていただいており

ます。それを本日、御審議いただくということで、まずは、その概要について御説明を

させていただきたいと思います。資料５８－１－２の報告書概要をご覧いただければと

思います。 

 表紙をおめくりいただきまして、１枚目は、先ほど部会長から御紹介いただいた、こ

れまでの審議概要でございます。下のほうに情報通信政策部会と総合政策委員会の構成

員一覧を載せております。 

 次に、２ページでございます。ＩＣＴの現状・動向を俯瞰するための見取り図という

ことで、コンテンツ・サービスから端末・機器、利用者、あるいは横断領域として、セ

キュリティー、ＡＩ、ソフトウエア、データといったものを掲載しております。ここに

出てきている項目について、粒度や深度に違いがございますけれども、全体にわたって

総合政策委員会で検討いただいたということでございます。 

 続いて、３ページでございます。報告書の構成として、まず情報通信産業に対する現

状認識を最初に載せております。それから、基本的な考え方、方向性、そして具体的に

取り組む事項という順番で報告書を進めていくことになっておりまして、まずはその現

状認識の部分について御説明をさせていただきます。 

 大きく２つ、現状認識として掲げております。１つ目が、ブロードバンド利用の拡大

も含め、基本的にはＩＣＴの利用の部分については、産業全体、世界全体でまだまだ右

肩上がりであるということでございます。特にコロナ禍を経たインターネットトラフィ

ックの急増、これについては下のほうにグラフがあり、昨年からの１８か月で約２倍に

増加しております。それから世界のＩＴ支出、これはGartnerの予測でありますけれど

も、まだまだ年間５％程度の成長を見込まれているということで、同じく下にグラフが

ございます。さらに、これは令和３年の情報通信白書から持ってきたデータですけれど
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も、世界のクラウド市場規模も右肩上がりで伸びていくことが予測されているというこ

とでございます。 

 ２つ目の認識といたしましては、クラウドをはじめ、上位レイヤーを中心に海外勢が

国内市場を席巻しているという現実がございます。日本のブロードバンドネットワーク

については世界有数の整備が進んでおり、それに加えて、デバイスなど一部の分野で、

まだまだ強みを持っている部分がございます。他方、情報通信産業全体としては、あま

り成長が見られていないというのが現状認識の２つ目でございます。 

 具体的に幾つか事例を御紹介させていただきます。例えば、情報通信産業のＧＤＰの

成長率は毎年１％前後で推移しています。全体よりは良いのかもしれませんが、先ほど

申し上げた右肩上がりのペースと比べると低いものでございます。 

 情報通信産業の従業員数で申し上げれば、約１０年間で見ても横ばいということでご

ざいまして、全体は４００万人程度、うち通信・放送業は現在約２０万人ということで、

こちらはもう減少の傾向に入っているということでございます。 

 それから、国内のＩＣＴ投資、情報通信産業の研究者の数、あるいは研究費の額です。

これらも、次のページのグラフで、具体的なイメージを示しておりますけれども、おお

むね横ばいとなっております。 

 他方で比較の対象として申しますと、米国のＩＣＴ投資は増加の傾向が継続しており

ます。リーマンショックのときに１回落ち込んでおりますけれども、それ以外は増加の

傾向が続いているというのがございます。 

 さらに、ＩＣＴ全体の貿易を見たときに、財・サービスの輸出入は、２０１０年代か

ら輸入超過が拡大しております。こうしたことについても、何かしらの問題意識を持っ

た見方が必要ではないかと考えているところでございます。 

 下にあるグラフを幾つか御紹介させていただきます。左下は時価総額ランキングで、

１９８９年の時点では、ＮＴＴを筆頭に日本企業がトップ１０に多く含まれていた一方、

２０２０年のランキングを見ると、ＩＴ企業を中心に皆様が名前をご覧になったことが

ある外国企業がランクインしています。 

 右下は情報通信産業のＧＤＰ推移でございます。全体のＧＤＰ５３兆円のうち、約１

０％がＩＣＴであり、それが横ばいに推移してございます。 

 ４ページにまいります。先ほど申し上げた固定系ブロードバンド整備の一例といたし

まして、固定系ブロードバンドに占める光ファイバーの割合について、ＯＥＣＤのデー
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タを御紹介しております。 

 また、左中央は、企業の研究費の推移とその内訳のグラフであり、緑のところが情報

通信分野の研究費ということで、大体４兆円弱ぐらいで推移してございます。その下が

ＩＣＴ投資の日米比較ということで、名目値での推移として、１９９１年からのデータ

を掲載しております。先ほど申し上げたとおり、米国は何回か谷はあるものの増加基調

であり、これに比べて日本は横ばいで推移しているということでございます。 

 右側に移っていただきまして、中央は輸出入の推移となります。上側の濃い赤が輸出

額の推移、下側が輸入額ということで、２０１０年代から輸入超過が拡大しているので

はないかということでございます。具体的には、財ではＰＣやスマートフォン、サービ

スではコンテンツやクラウドを含めた情報処理サービスが輸入超過の要因ではないかと

推察されます。 

 その下、総務省でもこうした機器やデバイスのシェアの調査をしていますが、日本が

まだ強みを持っている例として、画像センサと産業用ロボットの２つを御紹介していま

す。 

 おめくりいただきまして、５ページにまいります。Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０の実現に向

けた基本的考え方ということで、この報告書の中での基本的な考え方をまとめたもので

ございます。 

 まず、上にございますけれども、２０３０年代に向けて、強靱で活力のある社会を維

持していこう、もっと良くしていこうということで、Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０を政府全体

として掲げてきているところでございます。ＩＣＴを最大限に活用し、サイバー空間と

フィジカル空間を高度に融合させたシステムによって、経済発展と社会課題の解決を両

立していく人間中心の社会を実現していこう、というのが全体のスローガンでございま

す。具体的には、Ｉｎｃｌｕｓｉｖｅ、Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ、Ｄｅｐｅｎｄａｂｌ

ｅの３つがキーワードとして挙げられているところでございます。 

 それに向けて、Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０と経済安全保障を支える情報通信政策、これが

今回の報告書のコアな部分となってまいります。我が国の独立と生存及び繁栄を確保す

るため、戦略的基盤産業としての情報通信産業は、ますます役割が増していく部分がご

ざいます。この部分の戦略的な自律性の確保、それから戦略的な不可欠性の獲得をそれ

ぞれ目指していかなければいけないと認識しております。特に、Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０

を支える情報通信インフラという意味では、今後ますますパーソナルデータを含む膨大
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な量のデータの流通が見込まれるところでありますし、ミッションクリティカルな領域

にアプリケーションという形でどんどん広がっていくことも予想されます。むしろ、こ

れを実装していかないといけない部分もございます。それらを支える情報通信インフラ

の高度化と維持というものを、まずは基本的考え方の１つ目として挙げています。 

 ２つ目として、先ほど御紹介したデータを見ましても、情報通信産業の国際競争力の

維持・強化が急務ということでございまして、研究開発、ソリューション、人材といっ

たものについて、幅広く取組を進めていかなければなりません。 

 この２つの前提といたしまして、自由かつ信頼性の高い情報空間の構築についても、

総務省として取組を進めていく必要があるのではないかと考えられ、これら３点を基本

的な考え方として掲げているところでございます。 

 ６ページをご覧ください。今申し上げた考え方に基づく取組の方向性として取り上げ

ているものでございます。 

 まず、２０３０年頃を見据えたときにどのような課題に直面しているのか、これをし

っかりと見なければならないと考えております。それから、その下にございますが、我

が国の情報通信産業の「デジタル敗戦」の要因についても、しっかり分析しないといけ

ないと認識しております。それらを分析した上で、方向性を考えていこうということで

ございます。 

現在直面している課題と比べて、２０３０年頃に何か新しい課題がすぐ想定されると

いうことではございませんけれども、まず挙げられるものとしては、生産年齢人口の急

減が予測されていること、そして人手不足でございます。これがますます深刻化してい

く中で、社会インフラの老朽化や自然災害の激甚化というものも十分に想定されます。 

ほかに挙げられるのが、通信トラフィックの急増と、これに伴う電力消費の激増です。

１つの予想として、２０５０年のＩＣＴ関連消費電力量は、２０１６年比で約４,００

０倍という数字もございまして、これも何とかしていかないといけない部分がございま

す。それから、インターネット上におけるサイバー攻撃、あるいは偽情報等にどう対応

していくのかということでございます。 

 デジタル敗戦の原因として考えられるものについては、この委員会の中で御議論いた

だいた中でも４つほど挙げられるかと思います。１つ目が、収益性の高い上位レイヤー

の部分を海外事業者に押さえられてしまったという事実でございます。二つ目が、投資

負担を支える市場シェア、あるいは事業規模を維持できなかったことです。これはグロ
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ーバルなサプライチェーンの中での競争という部分もあると思います。それから、ソフ

トウエアの開発で後手に回ってしまったのではないかということ。最後に、先ほどデー

タで御紹介いたしましたけれども、情報化投資の不足も挙げておかなければいけないの

かなと考えております。 

 これらを踏まえた中で、取組の方向性として、以下５つを挙げております。 

 １つ目が、Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０を支えるＩＣＴ関連の研究開発、インフラ、ソリュ

ーション、人材等への投資を拡大していこうということでございます。 

 ５Ｇ、ＩｏＴ、ＡＩ、オートメーションといったものを掛け合わせ、人手不足をはじ

めとする課題に対してのソリューションをどんどん提供し、実装していかなければいけ

ないということでございます。 

 ２つ目は、特に先端技術の開発に関するところかと思いますけれども、他国に先んじ

て何かをしていかなければいけない部分が当然ございます。その場合投資額の大きさの

問題もございますので、強み・弱みの分析、及びそれを踏まえた投資対象の絞り込みが

必要です。それから、国際的な連携体制も構築していかなければならない中で、例えば

光電融合技術のような、ゲームチェンジャーとなり得る技術の開発や導入に取り組んで

いくことが必要であると思っております。 

 ３つ目といたしまして、下にループになっている図をつけておりますけれども、顧客

あるいはマーケットを起点にした上で、研究開発、実証、実装、海外展開というサイク

ルをきちんと回していくということでありまして、ここの部分にもしっかり力を入れて

いかなければいけないと考えているところでございます。 

 ４つ目でございますが、日本の優れた技術、特にものづくりやハードウエアの技術と

いうものはなくす必要があるものでは決してございません。これはむしろ強くしていか

ないといけない部分でもあります。他方で、ソフトウエアの開発が後手に回ってしまっ

た側面がありました。ここの部分については、デジタル基盤との融合、あるいはそれに

よるソリューション等を、特に地方からも発信し、推進していこうということでござい

ます。 

 最後になりますが、先ほど申し上げた自由かつ信頼性の高い情報空間の構築という部

分に関係し、放送の社会的役割の維持・発展と、安心かつ安全なインターネット環境の

構築は、引き続き取組を推し進めていくということでございます。 

総務省としても、組織の役割と横断的な取組、すなわち縦割りと横串の有機的な連携
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により、こうした取組を進めるべきではないかということでございます。 

 続きまして、７ページをご覧ください。報告書では、ここにある８個の項目に合わせ

て、それぞれ具体的な取組を書いているところでございます。 

 １つ目が、５Ｇの普及と高度化、海外展開でございまして、研究開発、実証、実装、

海外展開のサイクルの中で、例えば、ローカル５Ｇやオートメーションなどの取組を強

化していくということでございます。それから、５Ｇの人口カバー率の向上や機能の高

度化も必要でございます。５Ｇについては、まだ機能もカバー率も発展途上でございま

すが、ミリ波の技術やコアネットワークのスタンドアロン等を実装していくときに、ス

マート工場、農業、インフラのモニタリング、物流、自動配送といった様々なところに

勝機があるのではないかと総合政策委員会においてもご指摘いただいているところです。 

 ２つ目、ブロードバンドの拡充ということでございまして、我が国は、国内の光ファ

イバーの整備が進んでいることに加え、関連技術、例えばマルチコアの光ファイバー等

の技術で競争力を持っております。こういったものの実装、標準化、海外展開を進めて

いかなければなりません。海外展開という文脈で申しますと、日本は、地理的・地政学

な意味ではアジアの入り口であり、こうした部分をきちんと押さえた上で、特にアジア

のほうからの光ファイバーを増やしていくということも一つの戦略としてあるのではな

いかと考えております。国内については、日本の周回海底ケーブルを２０２５年度まで

に完成させることや、データセンターについて、データ量の増加に合わせて増設するだ

けでなく、増設する際地域分散を行うことが、我が国のインフラの強靱化につながるの

ではないかとしております。 

 ３つ目は、次世代ネットワークに向けた研究開発と実装、国際標準化ということで、

こちらは情報通信審議会の技術戦略委員会のほうで御審議をいただいているところでも

あります。Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇに向けた戦略をご審議いただいているところでございま

して、具体的な目標については、Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇの標準必須特許１０％、国際市場

３０％を獲得、電力効率の倍増、カーボンニュートラルの実現等が掲げられております。 

 ４つ目の放送の将来像の部分に移りますが、こちらについてはデジタル時代における

放送制度の在り方に関する検討会が総務省で開催されておりまして、本年３月に論点を

整理いただいたところでございます。放送の社会的役割の維持・発展ということで、放

送を取り巻く環境の変化については、技術の部分もございますし、テレビ離れという部

分もございますが、こうした変化を踏まえて、設備の共有化やマスメディア集中排除原
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則の見直し、あるいは一部中継局の置換え等についての措置を検討していこうというこ

とでございます。 

 右側に移りまして、５つ目は、安心・安全なインターネット利用環境の構築でござい

ます。自由で信頼性の高い情報空間の構築ということですが、インターネットを使って

いる中では、フィルターバブルやエコチェンバーといった問題が指摘されているところ

でございます。そうしたところで、プラットフォーム事業者への対応やモニタリング、

プロバイダ責任制限法による誹謗中傷対策、あるいは今般の電気通信事業法の改正案も

利用者情報の取扱いに関する部分がございまして、これらについては制度化に向けた検

討を適切に進めていくべきであるとしております。 

 ６つ目になります。コンテンツ・サービスの振興ということでございまして、海外の

プラットフォーム事業者による寡占、あるいは利用者データの囲い込みというものに対

し、我が国の中で健全な競争環境の整備、あるいは利用者の保護をいかに実現するかと

いうことです。具体的には放送コンテンツの海外展開やキャッシュレス化の推進、情報

銀行、あるいはクラウドサービスの普及促進といったものについて掲げています。特に

放送コンテンツにつきましては、オンラインの共通基盤を通じて海外へのアピールを進

め、２０２５年度までに海外への売上高１.５倍を目指すとしております。 

 ７つ目は、サイバー空間全体を俯瞰したサイバーセキュリティーの確保でございます。

実は、サイバーセキュリティーの技術の多くは、海外に依存している部分がございます。

この現状をいかに打破していくかということで、まずはサイバーセキュリティーに関す

る中核拠点をつくる取組を進めていこうとしているところでございます。さらに、自由、

公正かつ安全なサイバー空間の構築に向けた電気通信事業者の役割という文脈で、電気

通信事業者による能動的な取組を挙げております。Ｃ＆Ｃサーバーの検知等の実証、あ

るいはＩｏＴ機器が古い機器ほど脆弱であるという実情を踏まえた対応、それからトラ

ストサービスの普及についても取組を進めるべきであり、海外との連携についても、Ｑ

ＵＡＤ、ＡＳＥＡＮ等との連携を強化していくこととしております。 

 最後になりますが、人的基盤の強化と利活用の促進でございます。人材不足が長らく

言われておりますけれども、この対応が急務でございまして、総務省の中でやっていく

べきことを記述しております。まずは、高齢者あるいは障害者の方のアクセシビリティ

ーの向上と、メディアリテラシーについては、特に若年層の教育という意味ではこれま

でもやってきているところでございますけれども、これをデジタルシチズンシップとい
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う方向へ進め、最終的に一人一人がデジタルやＩＣＴに自律的に向き合って、社会参画

をしていくといったところにどうやって持っていくかということだと思います。それか

ら、人材不足に対して、特にセキュリティーの専門人材や、地域で活躍いただくＤＸ人

材、ボトムアップの人材育成というのは、これからも強化をしていく必要があります。

地域の雇用機会の確保、あるいは人材育成の観点からのテレワークの推進というものも、

引き続き進めてまいりたいと考えております。 

 ８ページ以降は、今御説明した報告書の項目ごとの詳細になりますが、限られた時間

ですので御説明は割愛いたしますが、御参照いただければと思います。 

 それから最後に、報告書の終わりに幾つか大所高所からの提言をいただいているもの

もございますので、資料５８－１－１で御紹介させていただきます。 

 大きく２つありまして、１つ目が、こうした取組を進めていく中での縦割りと横串の

有機的な連携に向けて、総務省も含め全体的に、取組をしていく必要があるということ

でございます。 

 ２つ目が、自由で開かれたインターネットをどうやって維持していくのか、あるいは

我が国の正しい情報といったものを国内外にどうやって発信していくのかということで

す。少し大きなテーマになりますけれども、こうした部分についても総合政策委員会で

問題提起がございました。これに対し、例えば、２０２３年には我が国がＧ７の議長を

務めることになりますし、あるいはＩＣＴの分野で申し上げれば、ＩＧＦが日本で開催

されるということもございますので、こうした部分で、うまくつなげていくことができ

るかもしれません。 

 私からの説明は以上でございます。ありがとうございました。お返しいたします。 

○森川部会長  ありがとうございます。 

 それでは、委員の皆様方、ただいまいただいた御説明につきまして、御意見、あるい

は御質問等ございましたら、ぜひお知らせいただければと思います。御質問、御質問あ

る方は、チャット機能にてお知らせいただけますか。いかがでしょうか。 

 ありがとうございます。越塚委員、お願いできますか。 

○越塚委員  最初、コメントさせていただきます。 

 質問というよりコメントですが、３点ぐらいございます。まず、すばらしい報告をま

とめていただいて、本当にありがとうございます。いろんなことが網羅されていて、す

ばらしいなと思います。 
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 その上で、今回これで５ページ目、６ページ目の辺りでまとまっている辺りが非常に

大事なところなのかなと思っておりまして、１点目は、やはり今、昨今の地政学的な課

題とか経済安全保障の課題があって、その辺に関しては大きくモードが変わっていて、

ここではその重要性が随分述べられております。ただ、資料を読み進めていくと、セキ

ュリティーのことは、比較的、今までの議論あったことの単なる延長に近いようです。

現状はかなりシビアになってきており、セキュリティーもサイバーセキュリティーだけ

ではなくて、海外、当然、今、戦争をしている国を見れば、具体的に兵隊がやってきて

国土を奪っていき、クラウドセンターも物理的に奪われている。そういうことを前提で

のセキュリティーを今後は考えていかないといけなくなってきています。その中でイン

ターネットを国ごとシャットアウトするという議論や、防御としてのサイバーの攻撃な

ど、そういった議論までなされるようになってきています。これらの議論についてはこ

れまではタブーというところも若干ある中で、議論の枠を、これからは拡大しながら、

よりシビアなことも考えた議論が必要と思いますし、そういう施策をしていただくこと

が必要と思ったのが第１点です。 

 第２点は、５ページ目の３番のところで、自由かつ信頼性の高い情報空間の構築に関

して、日本はこれまでもＤＦＦＴを積極的に発信してきました。そういうことも受けて

のことかなと思いますし、データ空間の構築、非常に大事だなと思っております。ただ、

７ページ、８ページにいくと、データに関してはコンテンツのことは少し出てくるので

すが、データを扱うところの記述が薄いという気がしました。そこもより積極的に取り

組んでいただけるとありがたいと思いました。 

 ３点目は、今年も国の施策としてＡＩ戦略が立てられてくる中で、この全体の情報通

信のアーキテクチャーや、この施策の中で、ＡＩをどう関係付けしていくのかというと

ころが、今、サマリーだけを拝見させていただきましたけれども、ちょっと読み取りづ

らいと思いました。その辺も少し関係つけていただけると良いと思いました。 

 以上でございます。 

○森川部会長  越塚先生、ありがとうございます。 

 それでは桑津委員、お願いできますか。 

○桑津委員  桑津です。 

 事務局の方、大変広範囲なところをおまとめいただきまして、ありがとうございます。

私も不足しているというよりも、捉え方だけだと思っておりますけれども、情報通信政
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策、２０３０年に向けてということですが、ある意味、この３０年、４０年、ずっと情

報通信政策は重要な政策であり続けていたわけでして、昨今、ＧＡＦＡＭの株価が上が

らなくなった云々はあるのかもしれませんけれども、むしろ、より社会インフラに近づ

くのではないかと思っております。Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０を見ていると、コロナのとき

もそうでしたけど、通信と放送の壁というよりは、通信と医療、通信と教育、あるいは

労働と通信といったようなものが相互作用を与えるような状況に来たのだと思います。

そんな中で、ＩＴ、デジタルとしての政策も当然重要ですが、ここの６ページに書かれ

ている組織の役割と横断的な取組というのは、かなり広い範囲に及ぶものであり、総務

省の枠をはるかに超えた取組が必要だと認識しております。誤解を招くと嫌なのですが、

通信ネットワークは、ある意味、インフラのインフラになったと考えております。こう

いった視点を強調していただければ良いと思いました。 

 以上です。 

○森川部会長  桑津委員、ありがとうございます。 

 ほかの皆様方からいかがですか。御意見、あるいは御質問等承りますが、いかがでし

ょうか。 

 ありがとうございます。竹村委員、お願いいたします。 

○竹村委員  ありがとうございます。大変広範囲にすばらしい提案をまとめていただい

て、ありがとうございます。はじめに、お礼を申し上げます。 

 幾つか質問とコメントですけれども、１つ目に、質問として、４ページ目にＩＣＴ投

資の推移の日米比較というところがあったと思います。この投資のうち、公的な、例え

ば、アメリカの場合ですと、軍とか軍関連のＩＣＴ投資もかなり大きいかなと思うんで

すが、公的な投資と民間の投資を合わせたものなのか。この全てが民間の投資でこれだ

けの差がついているのかというところと、先ほど越塚先生からも、タブーな領域もとい

ったお話があったかと思うのですけれども、今後の情報のセキュリティーという、防衛

面でのセキュリティーみたいなところを考えていったときに、かなり５Ｇのインフラを

活用した試験的な取組とかを、サイバーセキュリティーやドローン、いろいろな分野で

投資の可能性というのはあるのではないかなと思いまして、この会議で話すテーマでは、

もしかしたらないのかもしれないですけれども、ＩＣＴ投資が、こうやってフラットに

なっていく中で、１つ、国単位で考えたときに、非常に投資対象として考えていくべき

ところとして、昨今の情勢を考えると、やはり防衛面での部分も含めたＩＣＴ投資を、
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５Ｇも使って、もっと盛り上げていくというのも１つ、これからの切り口として、２０

３０年に向けて大切なのではないかなと感じたので、申し上げさせていただきます。 

 ２つ目ですけれども、２ページ目に業界の切り分け図みたいなところがきれいに描か

れていて、確かにそのとおりだなと思ったのですが、ハードウエアに関しても、ＡＩと

かもソフトウエアですけれども、これからソフトウエアを切り離して、ハードウエアと

いうものは、そもそも考えられないということを前提に、国内であれば、日本語を中心

とした形で物をつくって、それを翻訳して海外に輸出していくというモデルが通用する

と思うのですけれども、ソフトウエアは更新の頻度がとても激しいので、国際的な言語、

現状でいうと、主に英語だと思うのですが、英語でつくって英語で出していって英語で

改善していくみたいなことが当たり前になっていくというプロダクトマネジメントとい

いますか、ＤＸ人材というふうに書かれていましたけれども、やはり今、圧倒的に変え

たいのは、英語ファーストで、社会の人材と一緒に協働できるデジタルマネジメント人

材なのではないかなと思っております。全体的な産業の中でも得意なところにフォーカ

スしていくというお話ではあったと思うのですが、ソフトウエアは切り離して考えられ

ないというふうに考えたときに、今後のデジタル人材の強化の文脈で、英語ファースト

で動けるデジタルマネジメント人材というものを、どうやって増やしていくかというの

は、すごく大切なトピックだと思っております。 

 最後に、クラウドは海外事業者がかなりシェアを持たれていると思うんですけれども、

そういった基幹的なインフラの部分というのは、やはり国内のプレーヤーというものを

育てていくことを戦略的に考えていかないと、最初に申し上げた防衛的な部分とかも含

めて、まずいのではないかと思っております。昨今、個人的には感じておりまして、寡

占を防ぐための法的整備という方向性もあるのかもしれませんが、海外事業者だけで国

内のクラウドとかのマーケットというのがあふれてしまうという状況は避けられるとよ

いのではないかと思っております。 

 以上です。 

○森川部会長  ありがとうございます、竹村委員。 

 一番初めの質問ですね。スライドでいうと４ページのＩＣＴ投資の推移の比較のとこ

ろ、こちら、事務局はいかがですか。 

○西潟情報通信政策課企画官  お答え申し上げます。 

 念のため内部で再度確認させていただきますけれども、当方で把握している部分で申
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し上げますと、これはもともとＯＥＣＤのデータであり、ＯＥＣＤに入ってくるデータ

では、軍事予算など米国政府が公開していない部分はここに入っていません。他方で、

米軍が少し関わっているもの、例えば、ＤＡＲＰＡのような、民間に落ちているものは

含まれる可能性があります。しかし、これはアメリカでの仕切りによりますと、完全に

分かれたもので、後者は完全に民生投資の扱いとなっておりますが、前者のミリタリー

の投資については、もともと公開されていない分野なので入っていないと思います。一

応、事務局の中で再度確認いたしまして、御報告をさせていただければと思います。あ

りがとうございます。 

○竹村委員  ありがとうございます。 

○森川部会長  ありがとうございます。 

 それでは、長谷山委員、お願いできますか。 

○長谷山委員  長谷山です。ありがとうございます。 

 本日の資料のハードウエアと上位層、この上位層は、先ほどの御意見にもありました

ように、サービスを提供するためのアプリケーション層に至るまで、ハードウエアから

ネットワークも含めて、上位層までがしっかりと記述され、経済活動を支えるというメ

ッセージが伝わるものと感じています。 

 中でも、研究開発だけに留まらずに、ソリューションや人材にまで、その言及が至っ

たことは大変に大きな意味があり、感謝申し上げます。 

 ここで２点、１つが質問で１つが意見ですが、発言させていただきます。人材育成に

関わる部分ですが、資料58-1-2の７ページで重点的に取り組むべき事項の８に、人材基

盤の強化と利活用の促進が挙げられています。非常に重要な事項と思います。しかしな

がらその記載が、セキュリティー人材やＤＸ人材の育成、テレワークの促進など現状の

問題の解決に留まる記載になっています。我が国のデジタル化の遅れの理由は、新しい

ものを生み出す人材の不足が根底にあると思いますし、この重点事項でも、次世代のサ

ービスやイノベーションを生み出す人材を育成することを目指していると思います。こ

の点、記載されているかどうか、記載されているのでしたら、どこに記載されているの

かお聞きしたいと思います。 

 次に、意見です。ほかの委員から安全保障の視点で御発言があったと思いますが、こ

の分野では、経済安全保障の視点も重要と感じています。いかにして自国の産業や生活

を守っていくのかということに経済安全保障の本質があると考えると、クラウドの乗っ
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取りだけでなく、クラウドサービスを担う個別のコンポーネントやアプリケーションを

侵すことが、実はソフトウエアでできてしまうのが、ＡＩも含めて現在の技術であり、

この視点での検討も必要と思います。 

 私の先の質問で人材育成基盤に触れさせていただきましたが、経済安全保障の視点で

も、人材育成が急務と考えます。１０年後の我が国の技術、特にこの通信技術が重要と

思っていますが、その記述が多少薄いのではないかと感じます。 

 全体を通して、大変にすばらしいものに仕上げて頂きましたが、２点発言させて頂き

ました。 

 以上です。 

○森川部会長  長谷山先生、ありがとうございます。 

 それでは、１点目の御質問の人材のところ、事務局からお願いできますか。 

○西潟情報通信政策課企画官  長谷山先生、ありがとうございます。 

 人材について、具体的に重点的に取り組む事項ということで取り上げているところは、

長谷山先生が御指摘いただいた部分が中心になってございます。 

 その背景といたしましては、報告書の中で幾つか事例を述べてはおりますが、人材不

足は相当に深刻となっております。数字の取り方はいろいろありますけれども、７９万

人の不足が予想されていること、あるいは、オフＪＴの研修、いわゆるオン・ザ・ジョ

ブ・トレーニングではない研修へのＧＤＰ比の支出がいかに低いか、こうした部分につ

いて報告書でも指摘しております。他方、こうした実態に対してデジタル田園都市国家

構想の実現会議などの政府会議の中でもいろいろな形で議論がなされているところでも

あります。総務省単独でどこまでできるかという問題もございまして、まずはこちらの

議論を注視しつつ、できることがあれば取り組んでいきたいと考えております。ありが

とうございます。 

○長谷山委員  どうもありがとうございました。大変に重要な技術領域を総務省が担っ

ていると思います。日本が勝ち残っていける大変に重要な技術分野と認識しております。

よろしくお願いいたします。 

○森川部会長  長谷山先生、ありがとうございます。 

 それでは、１点目の御質問の人材のところ、事務局からお願いできますか。 

○西潟情報通信政策課企画官  長谷山先生、ありがとうございます。 

 人材について、具体的に重点的に取り組む事項ということで取り上げているところは、



 

－15－ 

長谷山先生が御指摘いただいた部分が中心になってございます。 

 その背景といたしましては、報告書の中で幾つか事例を述べてはおりますが、人材不

足は相当に深刻となっております。数字の取り方はいろいろありますけれども、７９万

人の不足が予想されていること、あるいは、オフＪＴの研修、いわゆるオン・ザ・ジョ

ブ・トレーニングではない研修へのＧＤＰ比の支出がいかに低いか、こうした部分につ

いて報告書でも指摘しております。他方、こうした実態に対してデジタル田園都市国家

構想の実現会議などの政府会議の中でもいろいろな形で議論がなされているところでも

あります。総務省単独でどこまでできるかという問題もございまして、まずはこちらの

議論を注視しつつ、できることがあれば取り組んでいきたいと考えております。ありが

とうございます。 

○長谷山委員  どうもありがとうございました。大変に重要なレイヤーを、この委員会、

そして総務省が担っていらっしゃると思いますので、日本が勝ち残っていける大変に重

要な技術分野と認識しております。ぜひとも、よろしくお願いいたします。 

○森川部会長  ありがとうございます。 

 ほかの皆様方から、何か御意見、御質問等ございますか。いかがですか。特にござい

ませんか。 

 ありがとうございます。ほかに御意見、御質問等がないようですので、また、事務局

からも、現在、定足数を満たしているという御連絡をいただきました。 

 本件の進め方についてですが、このようにさせていただけるとうれしいなと思いまし

た。今日、越塚委員とか桑津委員、竹村委員、長谷山委員からコメント等をいただきま

したので、報告書の文言については、修正できるところがあれば修正し、反映させてい

ただければいいなと思いました。それで、どこまでできるかというのは私と事務局のほ

うで相談して判断させていただきたいと思いますが、基本的に、この報告書はお認めい

ただいたという認識ですけれども、せっかく、今日、コメントいただきましたので、そ

れを踏まえて、手直しが一部できるのであれば反映させたいと思います。したがいまし

て、可能であれば、この修正につきましては私のほうに御一任いただければと思ってお

りまして、なるべく反映できるところを反映した上で、この部会でお認めいただいた答

申（案）として、パブコメ、意見募集にかけるという形で進めることができればと思っ

ておりますが、いかがでしょうか。御異議等ございましたら、チャット機能等でお知ら

せいただけますか。 
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（異議等の申出なし） 

○森川部会長  ありがとうございます。それでは、先ほども申し上げましたとおり、い

ただいたコメントにつきまして、これから事務局と詰めたいと思いますが、可能な限り

反映するところは反映させた上で、意見募集を進めたいと思っております。ありがとう

ございます。 

 意見募集の期間や手続などにつきましては、事務局のほうに一任することにさせてく

ださい。よろしいでしょうか。ありがとうございます。 

 

閉  会 

 

○森川部会長  それでは、以上で本日の議題は終了いたしました。委員の皆様方から何

かございますか。 

 事務局から何かございますか。 

○成田管理室長  ございません。 

○森川部会長  ありがとうございます。それでは、以上をもちまして、本日の会議を終

了とさせていただきます。次回の日程につきましては、現在調整中となりますので、詳

細が決まり次第、また改めて事務局より御連絡さしあげます。 

 以上で閉会といたします。お忙しい中、お集まりいただきまして、ありがとうござい

ました。 


